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(株)日本総合研究所 日本経済展望 2019年11月

概況：景気に足踏み感

景気 企業 鉱工業生産は、生産財や消費財を中心に伸び

悩み
外需

雇用
所得

失業率は1992年以来の低水準圏
名目賃金は振れを伴いつつ増加基調 家計

実質消費は振れを伴いつつ持ち直し
住宅着工は緩やかに減少 物価

※シャドー部は景気後退期

日本

景気動向指数は、一致系列、先行系列ともに
低下傾向

輸出は米国向けが下振れ

輸入は化学製品や電気機器が増加

企業物価は素原材料を中心に下落
消費者物価は上昇幅が縮小
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非製造業は堅調ながら、製造業の生産活動は足踏み 日本

◆鉱工業生産は足踏み

９月の鉱工業生産指数は、前月比＋

1.4％と２ヵ月ぶりの上昇となったものの、

生産財や消費財などで伸び悩み。

先行きの生産計画も、外需の伸び悩みや

消費増税後の需要減少懸念が重石となり、

10月が＋0.6％、11月が▲1.2％と明確な持

ち直しを期待しにくい状況。

◆公共投資は増加傾向

一方、公共投資は増加傾向。消費増税に

伴う景気下押し圧力に備えた公共事業の積

み増しを背景に、公共工事出来高は増勢が

加速。先行指標である９月の公共工事請負

金額も、前年比＋4.6％と８ヵ月連続の増

加。

◆個人消費は堅調

雇用・所得環境の改善が続くなか、個人

消費も堅調に推移。８月の実質消費活動指

数（旅行収支調整済）は、前月比＋3.2％

と２ヵ月ぶりに上昇。梅雨明けの遅れによ

り落ち込んだ７月からの反動に加え、消費

増税前の駆け込み需要も消費の押し上げに

寄与。財別にみると、エアコンなどの耐久

財や、外食を中心としたサービス消費が増

加。
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（注）生産指数の白抜き（10月、11月）は、製造工業予測指数を基に
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◆財輸出は力強さを欠く動き

足許の財輸出は伸び悩み。品目別にみ

ると、世界的なＩＴ需要の底入れを受け、

電子部品・デバイスが増加したものの、

資本財は中国などアジア向けを中心に力

強さを欠く動き。

先行きは、政府の景気下支え策により、

中国経済が持ち直しに向かうとみられる

ため、アジア向けの資本財輸出も増加に

転じる見通し。

もっとも、世界景気が全般的に勢いを

欠くなか、輸出全体の力強い回復は期待

し難い状況。

◆インバウンド需要は下振れ

９月の訪日外客数は、前月から横ばい。

日韓関係の悪化を背景に訪日韓国人数の

減少が続いたものの、ラグビーワールド

カップの開催を受け参加国からの訪日客

が増加。

当面は、訪日韓国人数の低迷が続くと

みられるほか、10月に頻発した台風や洪

水による被害で訪日外客が下振れする懸

念も。ラグビーワールドカップの観戦客

が一巡する11月以降は、再び弱い動きと

なる見通し。

輸出は力強さを欠く動き 日本

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

150

200

250

300

350

2016 17 18 19

訪日外客数（左目盛）

インバウンド消費（旅行収支の受取、右目盛）

（万人） （億円）

訪日外客数とインバウンド消費（季調値）

（年/月）

（資料）日本政府観光局、日本銀行を基に日本総研作成

▲60

▲40

▲20

0

20

40

韓国 ラグビーＷ杯

参加国

その他

９月の地域別訪日外客数（前年比）

（％）

（資料）日本政府観光局

95

100

105

110

115

120

125

130

90

95

100

105

110

115

120

125

2015 16 17 18 19

全品目<100.0>（右目盛）

電子部品・デバイス類<15.8>

資本財<22.3>

輸送機械<29.7>

品目別の実質輸出（季調値）

（2015年＝100）

（資料）財務省、日本銀行を基に日本総研作成

（注）<>内は、2018年名目輸出全体に占めるシェア。

（年/期）

（2015年＝100）

90

100

110

120

130

140

150

160

2015 16 17 18 19

米国
中国、香港
アジア（除く中国、香港)
その他

資本財の地域別実質輸出（季調値）

（2015年＝100）

(年/月)
（資料）財務省、日本銀行を基に日本総研作成

（注）後方３ヵ月移動平均。

- 3 -



(株)日本総合研究所 日本経済展望 2019年11月

高水準の企業収益を受けて、設備投資は増加基調 日本

◆企業収益は高水準で推移

企業収益は一進一退の動きをみせつつも

高水準を維持。法人企業統計季報によると、

４～６月期の経常利益は、前期比▲5.0％

と２四半期ぶりの減益。特定個社（純粋持

ち株会社）の大口配当収入があった前期の

反動によるもので、基調としては横ばい。

先行きの企業収益は、輸出の伸び悩みが

重石となるものの、堅調な内需を下支えに

高水準の推移が続く見通し。

◆設備投資は増加基調

設備投資は、増加基調が持続。４～６月

期の設備投資を業種別にみると、米中貿易

摩擦や中国経済の減速など外部環境の逆風

を受けて、製造業では減少したものの、省

力化やデジタル化に向けたソフトウェア投

資を中心に、非製造業が大幅に増加。

先行きも、良好な収益環境が企業の投資

マインドを下支え。合理化・省力化投資や

維持・更新投資の需要が根強く、設備投資

は増加基調が続く見通し。
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◆所得環境の改善が持続

雇用者数は、昨年に比べ増加ペースが鈍

化したものの、前年差＋70万人前後の増加

基調が持続。外需回復の遅れを背景に、製

造業では労働需要がやや弱含んでいるもの

の、依然として製造業・非製造業ともに新

規求人数は高水準で推移。加えて、働き方

改革などの影響で一人当たりの労働時間が

減少していることも、雇用者数の押し上げ

に作用。

一方、賃金面では、名目賃金の改善傾向

が持続。８月の一般労働者の現金給与総額

は、調査対象企業の入れ替えの影響を除け

ば、前年比＋1.1％の増加。ベースアップ

の実施などを背景に、所定内給与のプラス

基調が続いていることが、名目賃金の押し

上げに作用。

◆実質所得は堅調に拡大

先行きを展望すると、依然として多くの

業種で人手不足感が強いことから、雇用者

数は緩やかな増加が続く見込み。名目賃金

も、労働需給の逼迫を背景に、底堅い伸び

が持続。一方、物価面では、教育・保育の

無償化や軽減税率導入によって、消費増税

に伴う物価上昇が小幅に抑えられると予想。

この結果、雇用者報酬は実質ベースで１％

台半ばの伸びが持続する見通し。

所得は堅調に回復 日本
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◆駆け込み需要は限定的

消費増税を前に、９月には、家電や自動

車などの耐久消費財や、化粧品・日用品な

どで駆け込み需要が発生。もっとも、今回

の駆け込みは増税直前の１ヵ月に集中。四

半期ベースの伸びでみれば、前回増税時と

比べ、半分程度にとどまった模様。

今後を展望すると、個人消費は緩やかな

回復が続く見通し。深刻な人手不足を背景

に所得の伸びが底堅いほか、教育無償化な

どの消費増税の負担軽減策で、増税による

マイナス影響も大幅に緩和される見通し。

加えて、足許の株式相場の上昇も消費者マ

インドの改善を通じて、個人消費を下支え

する見込み。

◆住宅投資は緩やかに減少

９月の住宅着工は、前月比＋0.7％と

３ヵ月ぶりの増加。都市圏を中心に再開発

などに伴うマンション建設の増加が着工戸

数を押し上げ。一方、持家や貸家は３ヵ月

連続の減少。

先行きを展望すると、消費増税前に駆け

込み需要がみられた持家と分譲戸建て住宅

は、当面、減少トレンドが続く見通し。

もっとも、今回の増税は税率の引き上げ幅

が前回より小さく、政府の需要平準化策も

講じられたことから、駆け込み需要の盛り

上がりは限定的。このため、反動による住

宅着工の大幅な落ち込みは回避される見込

み。

個人消費は緩やかに回復 日本
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4

4.2

4.4

4.6

２年前 １年前 消費増

税

１年後

2012/4～2015/3

2017/10～

消費増税前後の持家・分譲戸建て着工戸数

（万戸）

（資料）国土交通省

（注）季節調整値、後方３ヵ月移動平均。
（年/月）

▲ 12

▲ 8

▲ 4

0

4

8

12

2013 14 15 16 17 18 19

（資料）経済産業省を基に日本総研作成

(％）

小売業販売額（前年比）

（年/月）

▲ 5

0

5

10

15

20

25

小売

全体

各種

商品

衣料品

など

飲食

料品

自動車 家電 医薬品

化粧品

など

2014年１～３月期 2019年７～９月期

（資料）経済産業省を基に日本総研作成

(％）

消費増税直前期の小売販売（前年比）
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トピック：ＤＸ関連で拡大が期待される研究開発投資 日本

◆ＤＸが研究開発投資をけん引

足許で企業の研究開発費が堅調に増加。

この背景には、企業がＤＸ（デジタル技術

を活用して新しいビジネスを作っていくこ

と）関連の研究開発投資を積極化している

ことが指摘可能。実際、企業の情報通信

（ＩＴ）分野の研究開発費は、2016年度か

ら増加に転換。スマートフォンなどの競争

力低下を受けた情報通信機械の研究開発費

縮小という逆風は続いているものの、その

他の業種がＤＸの実現に向けてＩＴ分野の

研究開発を積極化。輸送用機械（自動運

転）、工作機械（スマート工場）など幅広

い業種の企業がＤＸに取り組み。

◆先行きも拡大が期待

先行きも、企業の研究開発費は、当面、

増勢が続く見込み。将来の環境変化への危

機意識が強い企業ほど研究開発費を増加さ

せる傾向にあることを踏まえれば、企業を

取り巻く事業環境が変化するスピードが早

くなるなか、より多くの企業が生き残るた

めにＤＸ関連等を中心に研究開発を強化し

ていく可能性大。さらに、企業が近年研究

者の新規採用数を増やしていることも、中

長期的に研究開発を強化する前向きな姿勢

の現れと評価可能。研究開発費の増加は、

設備投資をはじめとするＧＤＰの押し上げ

に寄与し、わが国の重要な成長エンジンに。

▲ 15

▲ 10

▲ 5

0

5

10

2005 10 15

（％）

（年度）

計画

実績

（資料）日本政策投資銀行

（注1）資本金10億円以上の大企業。

（注2）調査は毎年6月時点。2012年度調査以降は連結ベース。

企業の研究開発費の計画と実績（前年度比）

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

2007 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

（兆円）（兆円）

（年度）

全産業の情報通信分野の研究開発費（左目盛）

情報通信機械の研究開発費（右目盛）

（資料）総務省

情報通信分野の研究開発費

0 20 40 60 80 100

変化しない

これまでと

同程度の変化

を見込む

これまでよりは

大きな変化が

見込まれる

大規模な変化

が見込まれる

（％）増加 やや増加 横ばい やや減少 減少

（資料）経済産業省

（注）調査時点は2018年12月。

環境の変化への認識と研究開発費の関係

1.8

1.9

2.0

2.1

2.2

2.3

2.4

2.5

2010 11 12 13 14 15 16 17

（万人）

（年度）
（資料）総務省

企業の新規採用研究者数
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(四半期は前期比年率、％、％ポイント)

2019年 2020年 2021年

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

（実績） （予測） （実績） （予測）

 実質ＧＤＰ 2.2 1.3 0.7 ▲ 2.0 1.3 1.3 1.0 0.7 1.2 0.7 0.8 0.7 

 個人消費 ▲ 0.0 2.5 1.0 ▲ 4.0 2.2 2.0 ▲ 0.4 1.4 1.0 0.4 0.6 0.6 

 住宅投資 3.1 0.3 0.0 ▲ 5.8 ▲ 3.1 0.0 1.0 2.5 0.8 ▲ 4.3 0.6 ▲ 0.8 

 設備投資 ▲ 1.0 0.8 2.6 ▲ 0.5 1.9 1.6 1.8 1.8 2.0 3.5 1.3 1.6 

 在庫投資 (寄与度) (    0.3) (▲ 0.2) (▲ 0.2) (    0.1) (    0.0) (    0.0) (    0.0) (    0.0) (    0.0) (    0.1) (    0.1) (    0.0)

 政府消費 ▲ 0.4 4.9 0.4 0.0 0.4 1.0 2.5 ▲ 0.5 1.0 0.9 1.7 0.8 

 公共投資 6.1 7.2 0.5 0.0 ▲ 2.5 ▲ 0.6 0.7 1.6 1.3 ▲ 4.0 1.9 ▲ 0.1 

 純輸出 (寄与度) (    1.7) (▲ 1.2) (▲ 0.1) (    0.5) (▲ 0.1) (▲ 0.2) (    0.3) (▲ 0.4) (    0.1) (▲ 0.1) (▲ 0.2) (    0.0)

 輸出 ▲ 7.6 ▲ 0.1 1.3 1.7 1.4 1.4 2.6 ▲ 1.2 2.0 1.5 ▲ 0.9 1.4 

 輸入 ▲ 16.0 6.9 1.8 ▲ 1.0 2.1 2.4 0.6 1.3 1.6 2.1 0.2 1.3 

（前年同期比、％）

 名目ＧＤＰ 1.1 1.3 2.0 1.7 1.1 1.3 1.1 1.3 1.2 0.5 1.5 1.2 

 ＧＤＰデフレーター 0.1 0.4 0.5 1.1 0.9 0.8 0.8 0.3 0.2 ▲ 0.2 0.7 0.5 

 消費者物価指数 (除く生鮮) 0.8 0.8 0.5 0.8 0.9 0.8 1.0 0.7 0.8 0.8 0.7 0.8 

(除く生鮮、消費税、教育無償化) 0.8 0.8 0.5 0.4 0.5 0.5 0.7 0.8 0.9 0.8 0.5 0.7 

 鉱工業生産 ▲ 1.7 ▲ 2.3 ▲ 0.9 ▲ 2.6 ▲ 0.3 ▲ 0.9 0.7 1.6 0.8 0.2 ▲ 1.6 0.5 

 完全失業率　　　　　(％) (％) 2.5 2.4 2.3 2.3 2.3 2.2 2.2 2.2 2.2 2.4 2.3 2.2 

 経常収支 (兆円) 5.95 4.51 6.04 4.41 7.68 6.23 7.20 4.17 6.53 19.24 22.70 24.13 

 対名目GDP比 (％) 4.3 3.3 4.4 3.0 5.5 4.5 5.2 2.8 4.6 3.5 4.1 4.3 

 円ドル相場 (円/ﾄ゙ ﾙ) 110 110 107 108 108 108 108 108 108 111 108 108

 原油輸入価格 (ﾄ゙ ﾙ/ﾊﾞﾚﾙ) 63 72 66 63 66 67 68 68 68 72 67 68

2018年度 2019年度 2020年度

(前年比､％) (前年比､％)

2018年 2019年 2020年 2018年度 2019年度 2020年度

（実績） （予測） （実績） （予測）

 米国 2.9 2.3 1.8  　 8月号 0.7 0.8 0.8 

 ユーロ圏 1.9 1.2 1.3  　 9月号 0.7 0.8 0.8 

 中国 6.6 6.2 6.1  　10月号 0.7 0.8 0.7 

◆景気は緩やかに回復

先行きを展望すると、高めの成長の反

動や消費増税の影響で短期的には減速感

が強まる可能性があるものの、内需にけ

ん引される形で、緩やかな景気回復が続

く見通し。

輸出は、世界的なＩＴ需要の底入れな

どを受けやや持ち直すものの、世界景気

が全般的に勢いを欠くなか、力強い回復

は期待薄。

一方、企業の設備投資は、人手不足や

働き方改革を背景とした省力化投資や、

老朽化した設備の更新、新技術の活用の

ための研究開発投資など、構造的要因が

もたらす需要の強さに支えられ、増加基

調が続く見込み。

◆増税による消費の落ち込みも限定的

個人消費も、良好な所得環境に支えら

れ、緩やかに増加する見通し。消費税率

の引き上げが実施されたものの、軽減税

率の導入や教育・保育の無償化などの消

費増税対策により家計の負担増が緩和さ

れることで、消費の大幅な落ち込みは回

避。

結果として、2019年度の成長率は＋

0.8％、2020年度は＋0.7％と、消費増税

下でも底堅い成長が続く見通し。

内需にけん引される形で、緩やかな景気回復が持続 日本

わが国主要経済指標の予測値（2019年10月30日時点）

（資料）内閣府、総務省、経済産業省、財務省などを

基に日本総研作成

（注）2019年７～９月期のＧＤＰ（一次ＱＥ）の予測は

反映せず。

海外経済の前提 過去の実質ＧＤＰ予測値
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物価の伸びは縮小、長期金利はマイナス圏で推移

◆物価の伸びは縮小
９月のコアＣＰＩは、エネルギー価格

のマイナス幅拡大を主因に上昇幅が縮小。
先行きは、需給面からの上昇圧力が強

まるものの、エネルギー価格のマイナス
幅が更に拡大することから、当面、前年
比＋０％台半ば（消費増税や教育無償化
などの影響を除くベース）で推移する見
通し。

◆金融政策の先行き指針を変更
日銀は、10月の金融政策決定会合で、

政策金利のフォワードガイダンスを修正。
「少なくとも2020年春ごろまで、現在の
きわめて低い長短金利水準を維持」とし
ていた文言を「物価安定の目標に向けた
モメンタムが損なわれる惧れに注意が必
要な間、現在の長短金利の水準または、
それを下回る水準で推移」に変更。
短期金利については、現行の目標水準

（▲0.1％）を維持する見通しながら、世
界経済の下振れリスクが顕在化した場合
などには、短期金利を引き下げる可能性
も排除しないとの方針。

◆長期金利はマイナス圏で推移
10月の長期金利は、上旬にかけて世界

経済の減速懸念が強まったため、▲0.2％
を下回る水準まで低下。その後は、米中
貿易摩擦への過度な警戒感が和らいだこ
となどから、▲0.1％台に上昇。
先行きは、世界的なリスク回避の動き

や主要国中央銀行の金融緩和姿勢を背景
に、現行水準近辺での推移が続く見通し。

日本

わが国主要金利の見通し

▲1.0

▲0.8

▲0.6

▲0.4

▲0.2

0.0

0.2

0.4

18/3 6 9 12 19/3 6 9 12 20/3 6 9 12

新発10年物国債金利

無担保コール

ＴＩＢＯＲ３Ｍ

（％）

(年/月末）

予測

17/12

▲1.5

▲1.0

▲0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2016 17 18 19

エネルギー 食料

耐久消費財 その他

コアＣＰＩ

(年/月)

（資料）総務省を基に日本総研作成

（％）

コアＣＰＩ（前年比）

（％）

日銀の景気・物価見通し（前年度比）

（資料）日本銀行

（注１）< >内は中央値。

（注２）2019、2020年度の消費者物価は、消費税率引き上げ・教育

無償化の影響を除く。

実質ＧＤＰ
消費者物価指数
（除く生鮮食品）

2019年度
＋0.6～＋0.7

＜＋0.6＞
＋0.4～＋0.6

＜＋0.5＞

７月時点
＋0.6～＋0.9

＜＋0.7＞
＋0.6～＋0.9

＜＋0.8＞

2020年度
＋0.6～＋0.9

＜＋0.7＞
＋0.7～＋1.1

＜＋1.0＞

７月時点
＋0.8～＋1.0

＜＋0.9＞
＋1.0～＋1.3

＜＋1.2＞

2021年度
＋0.9～＋1.2

＜＋1.0＞
＋1.2～＋1.7

＜＋1.5＞
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内外市場データ（月中平均）
短期金利

無担O/N ３ヵ月 ６か月 ２年 ５年 10年物 2年物 10年物 短期 長期 ￥／＄ ￥／Eur 日経平均 TOPIX ＦＦ O/N ﾕｰﾛ３ヵ月 10年国債 ＮＹダウ ﾕｰﾛ３ヵ月 10年国債

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （NY終値）（NY終値） 株価 （ポイント） （％） （％） （％） 工業株 （％） （％）

（円） （ドル）

16/3 ▲ 0.01 0.10 0.16 ▲ 0.12 ▲ 0.08 0.13 ▲ 0.20 ▲ 0.06 1.48 0.97 112.95 125.83 16897.34 1358.30 0.36 0.63 1.88 17302.14 ▲ 0.23 0.22

16/4 ▲ 0.04 0.08 0.14 ▲ 0.13 ▲ 0.09 0.13 ▲ 0.25 ▲ 0.09 1.48 0.95 109.58 124.25 16543.47 1335.67 0.37 0.63 1.80 17844.37 ▲ 0.25 0.18

16/5 ▲ 0.05 0.06 0.11 ▲ 0.12 ▲ 0.09 0.11 ▲ 0.24 ▲ 0.11 1.48 0.95 109.00 123.13 16612.67 1334.43 0.37 0.64 1.80 17692.32 ▲ 0.26 0.16

16/6 ▲ 0.04 0.06 0.11 ▲ 0.14 ▲ 0.13 0.02 ▲ 0.26 ▲ 0.15 1.48 0.95 105.46 118.55 16068.81 1288.83 0.38 0.65 1.64 17754.87 ▲ 0.27 0.01

16/7 ▲ 0.04 0.06 0.10 ▲ 0.15 ▲ 0.18 ▲ 0.06 ▲ 0.33 ▲ 0.25 1.48 0.91 104.09 115.17 16168.32 1291.30 0.39 0.70 1.49 18341.18 ▲ 0.30 ▲ 0.09

16/8 ▲ 0.04 0.06 0.10 ▲ 0.06 ▲ 0.05 0.07 ▲ 0.19 ▲ 0.08 1.48 0.94 101.31 113.51 16586.07 1303.93 0.40 0.81 1.56 18495.19 ▲ 0.30 ▲ 0.07

16/9 ▲ 0.05 0.06 0.10 ▲ 0.09 ▲ 0.07 0.08 ▲ 0.23 ▲ 0.04 1.48 0.95 101.83 114.18 16737.04 1334.42 0.40 0.85 1.62 18267.40 ▲ 0.30 ▲ 0.05

16/10 ▲ 0.04 0.06 0.10 ▲ 0.05 ▲ 0.05 0.08 ▲ 0.26 ▲ 0.06 1.48 0.95 103.85 114.48 17044.51 1360.45 0.40 0.88 1.75 18184.55 ▲ 0.31 0.04

16/11 ▲ 0.04 0.06 0.10 0.00 0.03 0.14 ▲ 0.20 ▲ 0.01 1.48 0.95 108.63 117.09 17689.54 1409.47 0.41 0.91 2.15 18697.33 ▲ 0.31 0.24

16/12 ▲ 0.04 0.06 0.10 0.04 0.09 0.24 ▲ 0.18 0.06 1.48 0.95 116.12 122.35 19066.03 1522.68 0.54 0.98 2.49 19712.42 ▲ 0.32 0.29

17/1 ▲ 0.05 0.06 0.10 0.03 0.08 0.23 ▲ 0.22 0.06 1.48 0.95 114.92 122.17 19194.06 1534.42 0.65 1.03 2.43 19908.15 ▲ 0.33 0.35

17/2 ▲ 0.04 0.06 0.10 0.05 0.11 0.28 ▲ 0.23 0.09 1.48 0.95 112.99 120.23 19188.73 1537.60 0.66 1.04 2.42 20424.14 ▲ 0.33 0.32

17/3 ▲ 0.04 0.06 0.10 0.05 0.10 0.26 ▲ 0.26 0.07 1.48 0.95 112.92 120.67 19340.18 1552.10 0.79 1.13 2.48 20823.06 ▲ 0.33 0.39

17/4 ▲ 0.05 0.06 0.10 0.04 0.07 0.23 ▲ 0.21 0.03 1.48 0.95 110.04 117.93 18736.39 1494.81 0.90 1.16 2.29 20684.69 ▲ 0.33 0.25

17/5 ▲ 0.05 0.06 0.10 0.04 0.09 0.24 ▲ 0.17 0.04 1.48 0.95 112.24 124.09 19726.76 1571.62 0.91 1.19 2.30 20936.81 ▲ 0.33 0.38

17/6 ▲ 0.05 0.06 0.10 0.04 0.10 0.24 ▲ 0.12 0.06 1.48 0.95 110.97 124.70 20045.63 1603.77 1.04 1.26 2.18 21317.80 ▲ 0.33 0.29

17/7 ▲ 0.05 0.06 0.10 0.05 0.12 0.27 ▲ 0.11 0.08 1.48 0.99 112.38 129.59 20044.86 1620.17 1.15 1.31 2.31 21581.25 ▲ 0.33 0.54

17/8 ▲ 0.05 0.06 0.10 0.03 0.09 0.23 ▲ 0.12 0.05 1.48 1.00 109.84 129.81 19670.17 1612.95 1.16 1.31 2.20 21914.08 ▲ 0.33 0.42

17/9 ▲ 0.06 0.06 0.10 0.02 0.08 0.22 ▲ 0.13 0.03 1.48 1.00 110.81 131.93 19924.40 1638.79 1.15 1.32 2.20 22173.41 ▲ 0.33 0.41

17/10 ▲ 0.04 0.06 0.09 0.04 0.11 0.26 ▲ 0.14 0.07 1.48 1.00 112.93 132.75 21267.49 1721.72 1.15 1.36 2.36 23036.24 ▲ 0.33 0.43

17/11 ▲ 0.05 0.06 0.09 0.03 0.10 0.25 ▲ 0.18 0.04 1.48 1.00 112.82 132.48 22525.15 1783.26 1.16 1.43 2.35 23557.93 ▲ 0.33 0.36

17/12 ▲ 0.04 0.06 0.10 0.04 0.10 0.26 ▲ 0.15 0.05 1.48 1.00 112.93 133.68 22769.89 1809.61 1.30 1.60 2.41 24545.38 ▲ 0.33 0.35

18/1 ▲ 0.04 0.07 0.12 0.05 0.12 0.29 ▲ 0.13 0.08 1.48 1.00 110.97 135.28 23712.21 1882.57 1.41 1.73 2.57 25804.02 ▲ 0.33 0.55

18/2 ▲ 0.04 0.07 0.12 0.05 0.12 0.29 ▲ 0.15 0.07 1.48 1.00 107.86 133.14 21991.68 1766.57 1.42 1.87 2.86 24981.55 ▲ 0.33 0.72

18/3 ▲ 0.06 0.07 0.12 0.05 0.11 0.26 ▲ 0.15 0.05 1.48 1.00 106.10 130.87 21395.51 1716.27 1.51 2.17 2.84 24582.17 ▲ 0.33 0.59

18/4 ▲ 0.06 0.09 0.12 0.05 0.11 0.26 ▲ 0.14 0.05 1.48 1.00 107.62 132.08 21868.79 1737.42 1.69 2.35 2.87 24304.21 ▲ 0.33 0.55

18/5 ▲ 0.06 0.10 0.13 0.05 0.11 0.27 ▲ 0.13 0.05 1.48 1.00 109.71 129.59 22590.05 1783.96 1.70 2.34 2.98 24572.53 ▲ 0.33 0.52

18/6 ▲ 0.07 0.08 0.12 0.05 0.11 0.26 ▲ 0.13 0.04 1.48 1.00 110.13 128.55 22562.88 1762.48 1.82 2.33 2.91 24790.11 ▲ 0.32 0.40

18/7 ▲ 0.07 0.09 0.11 0.04 0.10 0.27 ▲ 0.12 0.05 1.48 1.00 111.47 130.27 22309.06 1729.12 1.91 2.34 2.89 24978.23 ▲ 0.32 0.36

18/8 ▲ 0.06 0.09 0.11 0.05 0.13 0.33 ▲ 0.11 0.11 1.48 1.00 111.03 128.22 22494.14 1721.03 1.91 2.32 2.89 25629.99 ▲ 0.32 0.36

18/9 ▲ 0.06 0.06 0.11 0.06 0.14 0.34 ▲ 0.11 0.12 1.48 1.00 112.05 130.62 23159.29 1746.41 1.95 2.35 2.99 26232.67 ▲ 0.32 0.44

18/10 ▲ 0.06 0.05 0.11 0.06 0.14 0.35 ▲ 0.12 0.14 1.48 1.00 112.79 129.49 22690.78 1703.85 2.19 2.46 3.16 25609.34 ▲ 0.32 0.46

18/11 ▲ 0.07 0.05 0.10 0.04 0.10 0.29 ▲ 0.14 0.11 1.48 1.00 113.37 128.80 21967.87 1646.77 2.20 2.65 3.11 25258.68 ▲ 0.32 0.38

18/12 ▲ 0.07 0.05 0.09 0.01 0.04 0.20 ▲ 0.14 0.04 1.48 1.00 112.17 127.60 21032.42 1565.86 2.27 2.79 2.83 23805.55 ▲ 0.31 0.25

19/1 ▲ 0.06 0.04 0.10 ▲ 0.00 0.01 0.17 ▲ 0.16 0.01 1.48 1.00 108.99 124.47 20460.51 1541.56 2.40 2.77 2.71 24157.80 ▲ 0.31 0.22

19/2 ▲ 0.06 0.03 0.09 ▲ 0.02 ▲ 0.01 0.15 ▲ 0.17 ▲ 0.02 1.48 1.00 110.46 125.32 21123.64 1592.61 2.40 2.68 2.67 25605.53 ▲ 0.31 0.13

19/3 ▲ 0.05 0.03 0.09 ▲ 0.03 ▲ 0.02 0.13 ▲ 0.16 ▲ 0.04 1.48 1.00 111.13 125.58 21414.88 1602.83 2.41 2.61 2.57 25722.62 ▲ 0.31 0.06

19/4 ▲ 0.07 0.05 0.10 ▲ 0.02 ▲ 0.01 0.13 ▲ 0.15 ▲ 0.04 1.48 1.00 111.69 125.46 21964.86 1618.12 2.42 2.59 2.53 26401.58 ▲ 0.31 0.01

19/5 ▲ 0.05 0.05 0.10 ▲ 0.03 ▲ 0.02 0.12 ▲ 0.16 ▲ 0.06 1.48 1.00 109.98 122.99 21218.38 1547.17 2.39 2.53 2.39 25744.79 ▲ 0.31 ▲ 0.08

19/6 ▲ 0.06 0.04 0.10 ▲ 0.08 ▲ 0.09 0.04 ▲ 0.21 ▲ 0.13 1.48 1.00 108.07 122.06 21060.21 1540.08 2.38 2.40 2.07 26160.10 ▲ 0.33 ▲ 0.27

19/7 ▲ 0.07 0.04 0.11 ▲ 0.09 ▲ 0.10 0.03 ▲ 0.20 ▲ 0.14 1.48 0.96 108.25 121.38 21593.68 1573.16 2.40 2.29 2.05 27089.19 ▲ 0.37 ▲ 0.34

19/8 ▲ 0.05 0.04 0.09 ▲ 0.13 ▲ 0.15 ▲ 0.06 ▲ 0.27 ▲ 0.22 1.48 0.95 106.23 118.16 20629.68 1501.08 2.40 2.16 1.62 26058.23 ▲ 0.41 ▲ 0.63

19/9 ▲ 0.06 0.01 0.06 ▲ 0.13 ▲ 0.15 ▲ 0.04 ▲ 0.29 ▲ 0.22 1.48 0.95 107.51 118.34 21585.46 1579.13 2.13 2.13 1.69 26900.21 ▲ 0.42 ▲ 0.57

19/10 ▲ 0.03 0.01 0.05 ▲ 0.13 ▲ 0.13 0.00 ▲ 0.27 ▲ 0.16 1.48 0.95 108.16 119.61 22197.47 1617.12 2.04 1.98 1.70 26736.80 ▲ 0.41 ▲ 0.45

米国市場 欧州市場ﾕｰﾛ円（TIBOR） 円・円スワップ 国債 プライムレート 為替相場 株式相場
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